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第５期消費者基本計画(令和７～１１年度)について

【参考】消費者基本計画の策定経緯

○ 長期的に講ずべき消費者政策の大綱 （根拠：消費者基本法第９条）
○ 第５期基本計画の計画期間 ： 令和７～１１年度（５箇年）
○ 決定から３年目を目処に中間点検、取組については不断の見直しを行う

・ 平成16年 6月 消費者保護基本法改正
（消費者基本法に改称）

・ 平成21年 9月 消費者庁、消費者委員会発足

【第１期基本計画】 （平成17～21年度）

【第２期基本計画】 （平成22～26年度）

【第５期基本計画】 （令和 7～11年度）

･･
･

デジタル化・高齢化等により社会情勢が大きく変化する中で、

➢消費者が信頼できる公正な
取引環境の確保

安心・安全で豊かな消費生活の実現 を目指す

➢消費者力（気づく力、断る力、相談

する力など）の実践

➢誰一人取り残されることの
ない社会の構築

➢デジタル市場における消費者被害の特定と対策

➢ＳＮＳ等のトラブル被害における警察機関等との連携

➢違法・有害情報等からの消費者利益の擁護 等

➢消費者教育の推進

➢カスタマーハラスメント対策、食品ロス削減の推進 等

➢地方消費者行政の充実・強化

➢見守り活動（消費者安全確保地域協議会・アウトリーチ）の推進等

消費者基本計画とは

第５期消費者基本計画のポイント



第５期消費者基本計画（令和７～11年度） 構成

１．デジタル技術の飛躍 ２．消費生活のグローバル化の進展 ３．社会構造の変化

４．より良い社会の実現と国際協調への貢献
５．緊急時における消費行動の変化

⑴ 消費生活におけるデジタル技術の浸透
⑵ 消費者の取引環境の急激な変化に伴う
環境整備の必要性

⑴ 持続可能でより良い社会の実現 ⑵事業者と消費者の共創・協働

⑴ 海外事業者との取引の増加
⑵ 訪日外国人旅行者等の消費の拡大

⑴ 消費生活に配慮を要する消費者の拡大
⑵ コスト等の適切な価格転嫁に
対する理解の醸成

【第１章 消費生活を取り巻く現状の課題 ～消費者政策のパラダイムシフトの背景～】

社会情勢
・
背景
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１. 消費生活を取り巻く現状の課題
への対応

⑴ デジタル技術の飛躍への対応 ⑵消費生活のグローバル化の進展への対応
⑶ 社会構造の変化への対応 ⑷ より良い社会の実現と国際協調への貢献への対応
⑸ 緊急時における消費行動の変化への対応

２. 消費者の安全及び自主的かつ
合理的な選択の機会の確保

⑴ 消費者の安全の確保 ⑵消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保
⑶ 消費者被害の防止及び救済

【第４章 消費者政策における基本的な施策】

３. 消費者政策推進のための関係部局間の連携 

基本的な
施策

１．地方消費者行政の推進
⑴人口減少・高齢化、デジタル化に対応した地方消費者行政の方向性 ⑵ 消費生活相談体制の充実
⑶ 地方における見守り活動 ⑷ 地域社会における消費者教育推進の拠点
⑸地方消費者行政予算の拡充の促進と国の支援の充実

⑴ 事業者の責務 ⑵ 事業者の自主的な取組に対する期待

４．行政、消費者及び事業者の連携による持続可能な社会の実現 持続的な社会の実現に資する商品・サービスの提供・購買・広報

【第３章 多様な主体が連携して推進する消費者政策】

３．消費者への期待 ⑴ 消費者への期待 ⑵ 消費者団体への期待

主体間の
連携

２．事業者の責務と期待

１．消費者政策の基本的な方向性

⑴ 消費者が信頼できる公正な取引環境の確保
⑵ 全ての世代における「消費者力」の実践
⑶ 持続可能で包摂的な社会の実現

【第２章 本計画における消費者政策の基本的な方向性と目指すべき姿】

⑴ 消費者政策の価値規範に関する考え方の転換 ⑵ 消費者法制度の再編・拡充

目指す
べき姿

２．消費者政策の目指すべき姿



消費生活を取り巻く現状の課題 ［第１章］

消費生活を取り巻く現状

１．デジタル技術の飛躍

・モバイル端末の保有率は約８６％ （2023年）

・６５歳以上の約６０％がSNSを利用 （2023年）

・SNS関係の相談は約８万件で５年前の約４.３倍
（2023年）

・海外事業者との取引の市場規模は４,２０８億円、
この５年間で約１.５倍 （対米国・中国、2023年推計値）

・ＣＣＪのチャットボット※へのアクセスは７,７０７件、
この５年間で約３.３倍 （2023年度）

※ 国民生活センターが運営。海外事業者との取引に関するトラブルの相談窓口
（CCJ）が、相談内容ごとの類似事例や対応方法を案内。

２．消費生活のグローバル化の進展

・能登半島地震においても災害便乗商法や義援金
詐欺が発生

５．緊急時における消費行動の変化

・２０３８年には、３人に一人が６５歳以上

・２０４０年には、６５歳以上の世帯の４３％が
単独世帯 （いずれも、国立社会保障・人口問題研究所令和6年推計）

３．社会構造の変化

・SDG12： 「つくる責任、つかう責任」の実現が重要

４．より良い社会の実現と国際協調への貢献

誰もが消費者トラブルに遭遇する可能性

⇒ 誰一人として取り残されることのない持続可能な社会の実現

世代を問わず
ＳＮＳの利用率が増加

↓

ＳＮＳ等を利用した消費者トラブルが
急増

認知症や独居の高齢者等の増加

↓

相談にたどり着かず被害が埋もれる
おそれのある消費者の増加

対応すべき主な課題
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１．基本的な方向性

〇消費者政策の価値規範に関する
 考え方の転換

〇考え方の転換を踏まえた消費者法

制度の再編・拡充に向けた検討

消費者政策の基本的な方向性と目指すべき社会の姿 ［第２章］

○ 第１章で示した課題（高齢化やデジタル化、国際化等）を踏まえた消費者政策の
価値規範に関する考え方の転換（パラダイムシフト）

○本計画が目指すべき社会の姿の提示

２．目指すべき社会の姿

(1) 消費者が信頼できる公正な取引環境の
確保

・デジタル化等により複雑・巧妙化する消費者トラブ
ルに対する、包括的な規制や予防・救済の観点を
含めた対策の在り方の検討

・行政と事業者等の協働による、悪質な事業者が
市場から排除される仕組みの形成 等

(2)全ての世代における消費者力の実践
・消費者市民社会の実現に向けた消費者教育の
推進

・消費者と事業者のコミュニケーションの深化
（カスタマーハラスメント対策を含む） 等

(3)持続可能で包摂的な社会の実現
・どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ
る体制の維持強化

・誰一人取り残されることなく、安心して安全な消費
生活を営むことができる社会の構築 等

一定のモデルとして
「一般的・平均的・
合理的消費者像」

・全ての消費者が有
する多様な「消費者
の脆弱性」に着目

・情報、時間、関心
等を提供する場合
も消費者取引として
捉えていく

だけでなく、

一定のモデルとして
「一般的・平均的・
合理的消費者像」
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多様な主体の連携 ［第３章］

○地方消費者行政の推進 ○事業者の責務と期待 ○消費者への期待

○行政、消費者及び事業者の連携による持続可能な社会の実現

１．地方消費者行政の推進

２．事業者

・消費者の安全及び公正な取引の確保に努める。

３．消費者

・消費者力（気づく力、断る力、相談する力など）を身に付け、実践する。

４．行政、消費者及び事業者の連携による持続可能な社会の実現

・持続可能な社会の実現に資する商品・サービスの提供とともに、これを選択していく。

〇地方消費者行政の体制整備は引き
続き最重要政策課題の一つ

・地域の消費者の安全・安心の確保
・消費者政策の基盤
（政策の企画立案・執行に活用）

〇人口減少等の中、より効率的な

体制整備を促進し、ユニバーサル
サービスとして全国的に維持・拡充
する必要

〇このため、地域の実情に応じて、

・広域連携等の活用
・都道府県による市町村の援助や調整
・消費生活相談員の確保・技能向上
・デジタル技術の活用による相談体制の強化
・高齢者等の見守り活動の充実
・消費者教育の充実 等

※ 国及び国民生活センターによる支援を更に
充実
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消費者政策における基本的な施策 ［第４章］

○消費生活を取り巻く現状の課題（第１章）への対応
○消費者の安全及び自主的かつ合理的な選択の機会の確保
○消費者政策推進のための関係部局間の連携

１．消費生活を取り巻く現状の課題（第１章）への対応

２．消費者の安全及び自主的かつ合理的な選択の機会の確保
・高齢者や子供をはじめ消費者の安全、公正な取引、悪質商法対策、被害の適切・迅速な救済 等

⑴デジタル技術の飛躍

・取引環境のデジタル化に伴う課題について、
国際機関の議論への積極的な参加、諸外国
の取組も参考にしつつ必要な対応
・特定商取引法等の効果的な執行

・個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権
利利益を保護
・違法・有害情報等からの消費者利益の擁護
・決済サービスの多様化への対応 等

⑶社会構造の変化

・見守りネットワーク（消費者安全確保地域協議
会）の設置、見守り活動の充実
・高齢者等終身サポート事業者ガイドラインの周知
・成年後見制度等の活用 等

⑵消費生活のグローバル化

・越境消費者トラブル対応のため海外機関との
連携強化 等

⑷より良い社会の実現と国際協調への貢献

・消費者教育の推進
・エシカル消費・消費者志向経営等の推進
・カスタマーハラスメント対策
・食育・食品ロス削減の推進 等

⑸緊急時における消費行動の変化

・災害便乗行為等への対応 等

３．消費者政策推進のための関係部局間の連携
・国・地方公共団体の関係部局が連携し、情報共有や役割分担を行い、本計画に基づく施策を推進 6
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地方消費者行政の推進 （第３章より抜粋）

第３章 多様な主体が連携して推進する消費者政策
１．地方消費者行政の推進
（１） 人口減少・高齢化、デジタル化に対応した地方消費者行政の方向性
地方公共団体が実施する消費者行政は、当該地域の消費者の安全・安心の確保と共に、
消費者被害の情報がPIO-NETを通じて集約・共有され、国及び地方公共団体の消費者行政の

企画立案及び執行に活用されるなど、消費者政策の基盤でもあり、その体制整備は引き続き
最重要政策課題の一つである。消費者庁設置時から、消費者庁は地方公共団体と連携して、
地方消費者行政の体制整備を推進し、市町村（政令市を除く。）における消費生活センターの
数が2009年の351か所から2024年には736か所に倍増、消費生活センター設置市町村数でも
379から1,132に増加、市町村等における消費生活相談員も約1,800名から約2,500名に増加
する等の成果を上げてきた。特に、人口10万人未満の市町村において消費生活センター設
置自治体数が164から875に増加するなど、身近な相談窓口が充実した。

他方、人口減少等により、人口規模が小さい地方公共団体等で、行政需要に対して提供で
きる行政サービスが追い付かなくなる状況が顕在化しつつある。そうした中でも、どこに住ん
でいても質の高い相談・救済を受けられ、消費者の安全・安心が確保される体制をユニバー
サルサービスとして全国的に維持・拡充するためには、これまでの成果の上に立って、より効
率的な体制整備を促進していく必要がある。このため、地域の実情に応じて、広域連携等の
活用、都道府県による市町村の援助や調整、消費生活相談員の確保・技能向上、デジタル技
術の活用による消費生活相談業務の効率化・高度化等により、消費生活相談体制の強化を
促進するとともに、高齢者等消費生活上特に配慮を要する消費者への見守り活動の充実、消
費者教育の充実等を促進する。その際、国及び国民生活センターによる支援を更に充実させ
ていく。
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ＰＩＯ-ＮＥＴの刷新（消費生活相談ＤＸ）

消費者向けFAQ（自己解決支援） ナレッジ（相談員向けFAQ）の整備

現
状

解決方法をWebで調べても見つからない。
消費者庁、国民生活センター、各自治体のホームページに注意
喚起があるが、どれを見ればよいかわからない

現
状

相談処理の情報収集にあたり、紙のマニュアルや研修
資料、PIO-NET等から必要な情報を自分で探し出す
必要がある

Ｄ
Ｘ
後

ポータルサイトにFAQを掲載し、消費者の自己解決を支援。
2023年４月より、先行的な実証実験として、「消費者トラブル
FAQサイト」を国民生活センターにて開設

D
X
後

相談の大まかな内容を入力すると、ナレッジ（相談員
向けFAQ）が自動で表示。
相談員の負担が軽減され、相談対応の質が向上

解決方法が載っている
サイトはどれだろう？

困ったときは
このサイトを見よう！

紙の資料とPC画面を
行ったり来たり…

ぴったりのナレッジが
自動で表示された！

＜スケジュール＞

2026年度
・ ４月 β版リリース ・5月 研修開始
・ ９月 新システムに切替（現行システムは９月に終了）

2025年度
•システム構築作業
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地方消費者行政の推進 （第３章より抜粋）

第３章 多様な主体が連携して推進する消費者政策
１．地方消費者行政の推進
（２） 消費生活相談体制の充実
人口減少等により我が国全体で人手不足の状況にある中、消費生活相談員の年齢構成は

60歳代以上の方が５割を超える（※）など消費生活相談員の高齢化も相まって、今後も消費

者にとって身近な消費生活相談体制を維持・強化していくために必要な消費生活相談の担い
手確保が深刻な課題となっている。このため、消費生活相談員の養成のための取組を強化す
る。具体的には、消費生活相談員の職務内容や社会的意義・重要性を効果的に発信し、関
心を持つ層を掘り起こすとともに、国及び地方公共団体が連携して消費生活相談員の担い手
確保のための事業を計画的に実施する。あわせて、地方公共団体への働き掛けや支援など
を行い消費生活相談員の処遇改善を図る。
（※）60歳代が全体の41.7％、70歳代以上が全体の8.9％となる（「地方消費者行政の現況 『令和６年度 地方

消費者行政の現況調査』」（令和６年10月 消費者庁））。



消費生活相談員の現況

【消費生活相談員の現況（令和6年度地方消費者行政の現況調査より）】

➢ 地方消費者行政活性化基金による支援が開始された平成22年頃から相談員数が大幅に増加。近年では、3,300人台で推移。

➢ 相談員の年齢構成は、令和６年には60代以上が過半に。

2,800
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3,100

3,200

3,300

3,400

平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

消費生活相談員数の推移

60代以上

51%

50代

35%

40代

11%

30代以下

3%

消費生活相談員の年代（令和６年度）

急速な高齢化が進む相談員の担い手確保は、今後の相談体制維持・強化にとって大きな課題。

【地方自治体からの声】

➢ 募集が少なく、都市部では相談員の奪い合いが起きている。

➢ 相談員という職業に魅力を感じてもらえていない。資格を取った方も民間で働く人が多い状況。

➢ 相談員を数ヶ月にわたって募集しているが、１年近く募集してもなり手がいない。県センターでは市町相談員の支援業務も行っており、ある程
度の知識が必要であることから、国家資格保有者を要件としているが、資格を保有している方からの応募がない状況。

➢ 相談員の高齢化が懸念される。

➢ 自立した生活を考えると処遇がネック。ステップアップできない仕事であり若手の成り手を確保できない。
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令和７年度 消費生活相談員担い手確保事業
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地方消費者行政の推進 （第３章より抜粋）

第３章 多様な主体が連携して推進する消費者政策
１．地方消費者行政の推進
（３） 地域における見守り活動
高齢化・単身世帯化の更なる進行により、配慮を要する消費者への対応を強化する必要が
ある。そのため、消費者安全確保地域協議会（以下「見守りネットワーク」という。）の活性化や
見守り活動の充実を地域の実情に応じて促進する。その際、消費者行政部局のみならず、福
祉（※）、教育、防災部局など地方公共団体の関連する部局、警察、地域包括支援センター等
との連携や、消費生活協力団体、消費者団体、福祉関係事業者・団体、まちづくり・地域づくり
活動団体、金融機関・小売・流通事業者等、更には消費生活協力員や民生委員等の多様な
主体の連携により、人口規模や地理的な環境等を踏まえ、既存のネットワークとの連携を含
め、柔軟かつ重層的な取組を促進する。

消費者庁は、先進的なモデルの創出や優良事例の抽出及びこれらの横展開並びにガイド
ラインの充実など制度面の整備や地方公共団体の活動の支援に取り組む。また、見守り活動
の担い手を増やすべく、消費生活協力員・協力団体の養成に取り組む。こうした取組により、
消費者被害の防止に資する情報が必要とされる消費者に着実に届けられるとともに、被害の
発見や消費生活センター等への取次ぎによる被害の救済に向けたネットワークの構築・強化
を促進する。
（※）例えば、重層的支援体制整備事業と見守りネットワークの積極的な連携の促進が重要である(令和３年10月

１日付け厚生労働省社会・援護局地域福祉課長、消費者庁地方協力課長発 都道府県等民生主管部長、
消費者行政主管部長宛通知「重層的支援体制整備事業と消費者安全確保地域協議会制度との連携につ
いて」)。



消費者安全確保地域協議会 （見守りネットワーク）

１．消費者に情報を届け、注意を呼びかける

ex. 民 生 委 員 に よ る 地 域 の 訪 問 時 、 自 治 会 ・ 町 内

会の集会、介護サービス利用時・検診時に一言

出前講座の実施、消費者教育の実施

２．それぞれの活動の中で、消費者の異変に気づき、

ex.介護ヘルパー・保健師の訪問時、民生委員の訪問時・・・

ＡＴＭでの出金時、コンビニでの支払時、宅配時・・・

３．異変に気づいた場合は、専門相談窓口

（消費生活センター）につなぐ

・協議会の構成員間では、消費者の安全確保のために必要な

    情報を共有可（個人情報保護法の例外規定）

⇒見守りリストを作成して効果的な見守り活動も可能

３つの主な機能

高齢化、独居化の更なる進展等に伴い、被害の未然防止・拡大防止に向けては、相談を待つだけではなく、多様
な主体と連携した地域における日々の見守りを通じ、能動的に消費生活センターへつなぐ仕組みづくりが重要。

※更に、福祉等の他分野と有機的に連携することで、消費者被
害の発見を契機とした、生活保護・成年後見・障がい者支援等
の福祉的な手当て等へつながることも期待される。

⇒ 消費者被害の未然防止・拡大防止・早期発見・早期解決へ

消費生活センター

地域包括
支援センター

基幹相談支
援センター

地域における見守りネットワーク
（消費者安全確保地域協議会）

学校等
教育機関

消費者団体

民生委員

警察

高齢者・障がい
者等の要配慮
消費者への見
守り活動

構成員間での情報共有
（個人情報保護法例外規定）

司法関係者（
弁護士会等）

金融機関

消防署・
消防団

農協

郵便局・
宅配事業者
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消費者安全確保地域協議会設置自治体一覧
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地方消費者行政の推進 （第３章より抜粋）

第３章 多様な主体が連携して推進する消費者政策
１．地方消費者行政の推進
（５） 地方消費者行政予算の拡充の促進と国の支援の充実
地方消費者行政には地方交付税措置が講じられている中、これまで消費者庁から各地方
公共団体に対して一般財源の確保を促してきたところ、各地方公共団体の尽力もあり一般財
源の総額は増加傾向で推移している。今後とも地方公共団体の首長等への働き掛けを継続
し、一般財源の拡充を促進するとともに、交付金など国の支援を効果的に組み合わせること
で、地方消費者行政の機能維持・充実につなげていく。

地方消費者行政強化交付金については、消費生活センターの立上げ等を支援してきた推進
事業の活用期限が到来する中、身近な相談窓口の充実などこれまでの地方公共団体の努力
によって築き上げられた行政サービスの水準が低下することのないよう適切な対策を講じると
ともに、人口減少・高齢化の更なる加速、消費生活相談員等の担い手不足、デジタル化等今
後の地方消費者行政を取り巻く大きな課題に対し、地域の実情に応じて適切に対応できるよ
う、支援の在り方についても見直しを行っていく。



地方消費者行政強化交付金 令和７年度当初予算 １５．５億円
令和６年度補正予算 １６．０億円

平成20年度に創設された地方消費者行政活性化基金の流れをくむ地方消費者行政推進交付金と同様の支援
措置として、令和７年度（人口５万人未満の市町村は令和９年度）まで活用可能（相談員人件費にも活用可）。

地方消費者行政推進事業（旧地方消費者行政推進交付金）（補助率 : 定額）

事業メニュー

1. 消費生活相談機能整備・強化事業
2. 消費生活相談員養成事業
3. 消費生活相談員等レベルアップ事業
4. 消費生活相談体制整備事業

5. 市町村等の基礎的な取組に対する支援事業
6. 地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
7. 消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

１．重要消費者政策に対応する地方消費者行政の充実・強化 （補助率：原則１/２ ※ ）

２．国の重要政策に係る消費生活相談員等レベルアップ事業 （補助率： １/２）

（１）社会のデジタル化の進展・電子商取引の拡大への対応
（２）配慮を要する消費者（高齢者、障害者、外国人等）への相談対応
（３）消費者教育・消費者政策の普及啓発

地方消費者行政強化事業

事業メニュー

研修メニュー

（１）消費生活相談体制の充実・強化（消費生活相談のデジタル対応（新たな相談支援システムへの移行に係る経費を含む。）、
相談員業務のテレワーク化、指定消費生活相談員等による相談機能強化、対応困難者への対応力強化、広域連携の立上げ等）

（２）配慮を要する消費者（高齢者、障害者、外国人等）に対する相談・見守り体制の整備・運用
（３）消費者教育・啓発への取組
（４）ＳＤＧｓへの取組（エシカル消費、消費者志向経営、食品ロス削減等）
（５）法執行体制の強化、事業者のコンプライアンス確保への取組

※自主財源化の充実への取組が不十分な地方公共団体に対し、一部３分の１の補助率を導入。（１）の新たな相談支援システムへの移行経費は定額。

３．霊感商法を含めた悪質商法対策事業 （補助率：定額）
事業メニュー

（１）消費者被害の防止・早期発見（消費者教育の推進・周知啓発、消費者安全確保地域協議会の構築、運営）
（２）消費生活相談等の機能強化（消費生活相談の機能強化、悪質事業者等への対応強化）

（４）消費者政策に関連する法改正等への対応
（５）対応困難者への対応力強化
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地方消費者行政推進事業に係る財政措置の活用期間について
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